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1. 外国人留学生を就業しやすくするために、
どのような取り組みが必要か

2. 女性や高齢者の活躍等（就業率の向上）を
推進するために、どのような方策が必要か

3. その他
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1.外国人留学生を就業しやすくするために、
どのような取り組みが必要か
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1-1 日本で学ぶ「外国人留学生」とは？

留学生数： 267,042人（前年より30,908人＊11.6％増）
大学院： 46,373人（前年より2,895人＊6.7％増）
学部： 80,200人（学部・短大・高専含む 前年より5,707人＊7.6％増）
日本語教育機関： 78,658人（前年より10,493人＊15.4％増）
専修学校： 58,771人（前年より8,536人＊17.0％増）

出典：平成29年度外国人留学生在籍状況調査結果（JASSO)
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1-2 外国人労働者の20.3％（259,604人）は資格外活動（留学*）

出典：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（平成29年10月末現在）

＊週28時間（長期休み中40時間）以内の労働許可

就労目的の在留資
格は全体の18.6％
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• 世界からAPUへ：秋入学が決め手
国際学生 2,991名（51.4％）/89カ国・地域
国内学生 2,827名（49.6％）

合計 5,818名 （2017年11月1日現在）

• 外国籍教員 85名（約50％）/22カ国・地域
（2017年5月1日現在）

• 多言語環境 科目の日・英2言語開講 90％
• 就職決定率 国内学生96.7％ 国際学生93.5％

＊188名の国際学生が日本で就職
（2016年度）

＊国際生比 ５１．４％ 正規学生９８．８％

1-3 開学から17年、現在のAPU
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1-4 APUの「国際学生」とは？

• 英語基準で入学
→英語は世界の高等教育のスタンダード言語
→世界の高等教育機関および母国のトップ大学

と比較してAPUを選択
→世界の大学と学生獲得競争に参戦

• 国際学生は、入学後日本語必修
→国内で、正社員として採用されるレベルの日本語必修

• 高いキャリア意識
→修士・博士過程への準備として、成績評価には強いこだわり

• 卒業後の日本での就職
→就職決定者のうち、日本での就職率は62.2％（2016年）

• 別府は第二の故郷
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別府市総人口 119,034人 (※2017年9月)

うち外国人住民 4,316人

■学生数 8,614人(総人口の7.2%)
・ＡＰＵ 5,887人
・別府大学(短大含む)    2,391人

・別府溝部学園短期大学 336人

＊別府市の15－24歳人口の約44％はAPU学生。

■留学生数 3,199人(総人口の2.7%)
・ＡＰＵ 2,947人
・別府大学(短大含む)    252人

1-5 ガイジンのいない「混ぜる」町 別府
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1-6 外国人留学生の就業を促進するには？

・留学生は「最高の移民であり経済政策としても有効」という発想が
大切
―アメリカでは、10兆円の有効需要（100万人×1,000万円）、

且つベンチャーの半数は留学生絡み

・外国人雇用では、人手不足解消と、組織・企業の国際競争力向上
は分けて議論すべき
―国際競争力という点では、多様性がイノベーションを生む
―外国人を受け入れる企業側の制度・意識を変えていくことが肝要
―留学生が日本人と共に力を発揮できる環境整備
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・「留学生30万人計画」から、質を重視した留学生政策への転換
—高度外国人材につながる学部・大学院留学生の受入支援

・中長期的な視点での政策支援の必要性
―世界中の留学生を受け入れやすい秋入学の断行（補助金とも

リンクさせる）
―スーパーグローバル大学（SGU）事業（2014‐2023年度：10年

間）では2017年度63億円から2018年度40億円へ減額。採択大
学のみならず、国内外の関連大学からも、我が国の大学グロー
バル化政策の停滞・後退との受け止め。

1-6 外国人留学生の就業を促進するには？
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・「技術・人文知識・国際業務」の在留資格（ビザ）
―在籍管理を適切に行い、留学生受入れ実績のあるスーパーグ

ローバル大学（SGU）事業採択大学等で学んだ留学生は、留学
ビザから就労ビザへの切り替え手続を緩和すべき

―既に留学生採用実績がある企業の各種手続きも、緩和すべき

・ 高度人材ポイント制度（日本版グリーンカード）
―限定的な職種のみ対象で、大手上場企業総合職は対象外。

→対象職種や範囲の見直しが必要
→例えば高度人材に準じるような優秀な人材向けビザ新設等

―ポイント制度の加点大学は世界大学ランキングのみが基準
のため、研究重視の国立大学のみが対象で、私立大学は加点
対象外。
→SGU事業の採択大学は、加点対象大学とすべき

1-6 外国人留学生の就業を促進するには？

制度面の課題１
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・留学生を雇用したい中小企業の課題
―留学生の採用やビザ申請手続き等のノウハウ不足
―留学生雇用の合理的理由等、詳細な事業計画作成の負荷
→国や県で統一的かつ迅速に対応できるサポート窓口設置

その他（優秀な留学生受け入れの阻害要因）
・国内インターナショナルスクール卒業生の円滑な大学入学

－国の大学入学資格が18歳のため、６月に卒業しても、秋入学
時に18歳未満の場合は、翌年春まで入学資格を得られない
→対象者の入学資格・条件の緩和

・初中教育が12年未満の国・地域からの留学生受入れ（次頁詳細）

―これまでは受入れ不可能であったが、法改正で、対象国の一
つ・ミャンマーのみ指定完了し、受入れ可能となった。
→その他多くの対象国・地域の指定作業の迅速化

制度面の課題２

1-6 外国人留学生の就業を促進するには？
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＜参考＞

いわゆる12年・16年問題
• 外国の学校教育における12年（学部）又は16年（大学院）課程にかかる学校教育法

施行細則の一部改正（通知）のうち、「文部科学大臣が別に指定するもの」の今後の
指定作業において、大使館等を通じてた指定作業は、ミャンマーのみが完了。

APUが抱える課題と、提案事項は下記の通り。
１．提案I：
• 文科省にて、11年教育国の個別の指定作業にたいへんな時間を要していることから、

11年教育国の教育省等政府機関の文書・証明等で、今次「文科省告示第七十四号
の第二号」の改正基準に明らかに合致する学校と判明できた場合（文科省の指定作
業・開示を待たず）、受入大学の責任で、当該課程の修了生を入学させたい。

２．提案II：
• 提案１が困難な場合、個別大学の指定作業を速やかに開始いただきたい。
• 個別例では、ウズベキスタンが2018年卒業生より12年課程から11年へ変更。既に学

生募集に影響が生じつつあり、指定作業が無ければ激減が予想（APU在籍者数：
2017年5月1日現在82名）。

• また他のグローバル系大学で、留学生受入数拡大の余地があるロシア、フィリピン
（一部11年）、ラオス等も11年教育国であるが、指定作業・開示は未完了。
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APUの大分県における経済波及効果は 年間約202億円

大分県内で発生する支出 120.4億円（120.9億円）

①経済波及効果 107.9億円（120.5億円）

②APUの直接生産額 93.6億円（91.2億円）

全体の経済効果（①＋②） 201.5億円（211.9億円）

APUに関わる支出や消費が大分県経済に及ぼす影響について推計した結果は以下のとおり。
なお、推計の根拠数値は2016年度のもの。（括弧内は、前回2010年度推計の数値）

過去10年間の経済効果累計は、2067億円と推計できる

その他の数値で見る波及効果

・外貨流入額（APU国際学生が支払う学
費）：年間２１億円

・雇用誘発効果は年間1425人（直接雇用
数677＋就業誘発者数748）
※就業誘発者数＝支出や消費の発生に伴う県内の就業者
（個人事業主や常用雇用者等）の誘発者数

1-7 APUの大分県における経済波及効果

参考：大分県内総生産

2008年42,772億円 2014年41,426 億円
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1-8 大分県からのAPUへの期待

１. 「知の拠点」としての役割
○地方において日本の若者を集めるとともに、海外から優秀な人材を招
き入れ、研究・教育活動を推進していただきたい。

・グローバルな時代に、グローバルな「知の拠点」としての価値

・インターコンチネンタルホテルの進出を契機とした、本県の中核的な産業である観光産業の高
付加価値化と専門人材の育成

２. 地域の課題解決
○学生と連携し、様々な地域の課題解決に取り組み、地域の発展の拠
点となっていただきたい。

・地域のお祭り、農作業、特産品を活かした商品開発や災害時における学生ボランティア等、積
極的な地域活動

・世界温泉地サミットやラグビーワールドカップの開催における連携

・「政府関係機関の地方移転」として取り組んでいる「日本語パートナーズ事業」の実施に係る協
力
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1-8 大分県からのAPUへの期待

H29(人泊) H28(人泊) 増減（％） 備考
1,317,330 827,10 ＋59.3％ 過去最高、全国13位

３. 卒業生の県内定着
○卒業生の県内企業への就職、起業により、多様な発想の人が県内に定

着することで、地域社会の発展に貢献していただきたい。
・ＡＰＵプラザに県が「おおいた留学生ビジネスセンター」を設置（H28.10）

・留学生が起業する際のビザ取得に係る資金要件等緩和を県から国に 申請

４. 海外との架け橋
○留学生は国と国、地域と地域を結ぶ未来の架け橋であり、インバウンド

が増加する中、母国とのつながりを活かした情報発信強化やネットワーク
構築に期待したい。

・海外１８ヶ国・地域の県人会とＡＰＵの校友会とのつながり強化

・海外の留学生ＯＢと県とのネットワークづくり
＜参考＞本県における訪日外国人宿泊者数（観光庁 宿泊旅行統計調査）

※全国の伸び率は ＋12.4％
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キーワード：「面白い人がいれば地方に人は集まる」

⇒「面白い職場があれば地方に人は集まる」

具体的なアイデア（一例）

―女性：子連れ出勤OK
（育児休業によるキャリアの中断なし、は当然）

―高齢者：定年の廃止

―こうした企業に限って補助を出す

2.女性や高齢者の活躍等（就業率の向上）を推進するために、
どのような方策が必要か
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2-1 子連れ出勤OK

• 実例：ソウ・エクスペリエンス

http://media.lifenet-seimei.co.jp/2016/12/27/8748/

• 頭を使う仕事は１回２時間の集中が限度

⇒じつは授乳サイクルと合致

―出勤・授乳→２時間集中→授乳→ ２時間集中

→授乳→ ２時間集中……

http://media.lifenet-seimei.co.jp/2016/12/27/8748/


Page19

2-2 定年の廃止

• 定年の廃止は一石五鳥の政策

―働き続けることで健康寿命が延伸
→介護が不要となる

―医療・年金財政は受け取る側から支払う側に転じる
のでダブルで好転

―年功序列の発想が消える
→同一労働同一賃金の方向へ

―中高年のモチベーションが上がる（人生100年時代
なのに50～60歳で「もうそろそろ終わりか」と思う方が
おかしい）

―労働力の供給が増える

→生産年齢人口は20歳～75歳が適当
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3. その他

1. 人口を増やすことが何よりも重要

(わが国最大の政策課題)

―シラク３原則
・子どもを持つことによって新たな経済的負担が生じない
ようにする

・無料の保育所を完備する

・3年後に女性が職場復帰するときは、その３年間、ずっと
勤務していたものと見なし企業は受け入れなくてはいけない

2. 「東京vs地方」という発想と同等以上に

「東京vs香港・シンガポール」という発想が重要
―東京が香港・シンガポールに負ければ、日本の地盤沈下が進むだけ
―なお、東京の出生率を上げるという発想も重要


